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１．研究計画の概要 

 19 世紀後半におけるロシアと中国（清朝）
の関係の変容が日本の北東アジア政策をい
かに規定していたのかを研究する。 

 

２．研究の進捗状況 

 これまで日本の北東アジア政策を分析す
るために利用されることが極めて少なかっ
たロシア所蔵の資料群を調査して当該研究
課題を進めてきた。ロシア海軍文書館（サン
クト・ペテルブルグ）・ロシア国立文書館（モ
スクワ）・ロシア外務省外交資料館（モスク
ワ）などで露清関係・露日関係の文書館群を
収集し分析することで、これまでの外圧の理
解が不十分であることを論証した。 

 とりわけ、韓国国史編纂委員会が収集した
北東アジア関係のロシア語資料を 2009 年か
ら調査し、利用することができるようになっ
たことで研究が大幅に進んだ。 

 研究成果としては、特に以下の４点をあげ
ることができる。 

（1）日露戦争の開戦についてロシア側の一
連の重要会議（旅順会議とサンクトぺルブル
グ）を分析することができた。 

（2）日本（新潟・函館）とロシア極東（ウ
ラジオ・ストック）の直通定期航路の就航が
ロシアの義勇艦隊の勢力拡大への対抗策で
あったことを論証した。 

（3）明治維新期における日本の北東アジア
政策、とりわけ朝鮮政策の動因にロシア脅威
論があることを明確にした。特に、北京条約
以後の朝鮮人のロシア領土内への移住が、日
本のロシア脅威論となっていたことを論証
した。 

（4）日本の中国（上海）への昆布の輸出を

検討することで、北海道のアイヌが昆布市場
という北東アジアの貿易活動に影響を受け
ていたことを解明しつつある。とりわけ、ロ
シアの昆布の中国への流入が日本の昆布市
場を大きく規定していることを解明したこ
とは、大きな成果であった。 

 以上の四点が特に大きな成果である。 

 

３．現在までの達成度 

 ①当初の計画以上に進展している。海外資
料（特にロシア語資料）の収集に多大な時間
を要すると予想していたが、多くの重要資料
が韓国国史編纂委員会に所蔵されており、大
量にしかも短時間の間に複写することがで
きた。これにより、予想以上に研究が進捗し
た。 

 
４．今後の研究の推進方策 
 ２の「研究の進捗状況」で示した（４）の
点を集中的に研究することで、昆布市場を通
して日本の北東アジア政策とアイヌ社会の
関係を分析する。 
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